
（単位：千円）

交付限度額①
（令和２年度本省繰越分）（国のR2予算）

交付限度額②
（令和３年１～３月補助裏分）（国のR2予

算）

交付金関連
事業費

交付限度額③
（令和３年４月以降補助裏分）（国のR3予

算）

事業者支援分交付限度額
（令和3年4月30日通知）（国のR3予算）

事業者支援分交付限度額（市町村）
（令和3年8月20日通知）（国のR2予算）

事業者支援分交付限度額（都道府県）
（令和3年8月20日通知）（国のR3予算）

地方単独事業分交付限度額④
（令和3年12月27日通知）（国のR3予算）

通常分交付限度額
（国のR2予算）

21,188                            
事業者支援分交付限度額

（国のR2予算）
83,442                    

通常分交付限度額
（国のR3予算）

502,412                          
事業者支援分交付限度額

（国のR3予算）
-                            

 本省繰越希望額
（R3補正による地方単独事業分交付限度

額④に係る希望額）

交付限度額計

Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助
額

交付金関
連事業費

Ｄ'
国のR2予算分
（交付限度額
①、②、事業者
支援分（市町

村））

Ｄ''
国のR3予算分
（交付限度額
③、④、事業者
支援分（都道府

県））

起債予
定額

その他

 723,394 123,953 59,455  656,384 438,896 217,488 - 7,282 273 

1 補 102
学校保健特
別対策事業
費補助金

文科

（感染症対策等の学校教育活動継続支援事業）
①各学校が感染症対策等を徹底しながら，夏季休業期
間の短縮等により研修機会を逸した教職員に対し研修に
必要な経費を支援する取組及び児童生徒の学習保障を
するための取組を実施するに当たり，学校教育活動の円
滑な運営を支援する経費を支出する。
②学校における感染症対策，教職員の資質向上のため
の研修等及び子供たちの学習保障支援に係る経費
③１校当たり８０万円～１６０万円
④小学校22校，中学校11校

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液

等の確保
①３密対策 R3.4 R4.3 42,000 42,000 21,000 21,000 21,000 - - -         R2補正（国）

2 単
通常事

業
2

新型コロナウ
イルス感染症
に係る特殊勤
務手当支給
事業補助金

①新型コロナウイルス感染症の入院患者に直接接する
医療従事者を支援するため，当該医療従事者に特殊勤
務手当を支給した医療機関に対して補助金を交付する。
②医療機関に対して交付する補助金に係る経費
③特殊勤務手当の実支給額（医療従事者１人について，
１日当たり上限3,000円）
※  1か月当たりの平均延べ従事者数（1,650人想定) ×
3,000円 × 12月 ＝ 59,400,000円で積算
④新型コロナウイルス感染症の入院患者を受け入れる
市内医療機関で，入院患者に直接接する治療，看護等
を行う医療従事者に特殊勤務手当を支給した医療機関

－ － － － － －
①-Ⅰ-３．医

療提供体制の
強化

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 59,400 59,400 59,400 - - R3補正（地）

3 単

事業者
支援(①
事業者
支援)

- 中小企業経
営支援事業

新型コロナウイルス感染症の影響により，経営の安定に
支障を生じている中小企業者等に対し，支援を行う。
②令和3年4月～9月の任意のひと月の売上が前年同月
又は前々年同月と比較して15％以上減少した市内の中
小企業者等に1事業者当たり10万円を支給
③中小企業経営支援金　406,700,000円
　 消耗品費　213,000円
   通信運搬費　342,000円
   オンライン申請受付業務委託    2,915,000円
   工事請負費　400,000円
   会計年度任用職員7名分　5,138,000円
④市内中小企業者等

－ ○ － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.10 R4.3 415,708 415,708 415,708 - - 「八千代市積算根拠（中小企業支
援事業）.docx」参照

R3補正（地）

4 単

事業者
支援(①
事業者
支援)

50 臨時相談窓
口事業

①新型コロナウイルス感染症の影響により売上減少や
休業となっている事業所に対し，中小企業診断士が申請
書類等の作成支援や各種相談を行う。
②委託料　2,000,000円（八千代市商工会議所に委託予
定）
③中小企業診断士相談費　1,108,800円
 　中小企業診断士交通費　15,600円
 　事務費及び通信費　875,600円
④令和3年11月～令和４年１月の間に最大144事業者を
想定。

－ － － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.11 R4.3 2,000 2,000 2,000 - - R3補正（地）

5 〇 単 通常事
業

33
広報やちよ号
外号発行事
業

①新型コロナウイルスの感染防止対策として実施された
新型コロナワクチン接種について，接種体制やワクチン
に関する情報を市民に提供するため，広報やちよ号外号
を発行し，円滑な事業実施を図る。（4/28発行）
②広報号外号の編集・印刷及び配布に係る費用
③広報編集・印刷業務　337千円
　広報配布等業務　413千円
④市民，市内事業者等
※No.6と同一事業

－ － － － － － ①-Ⅰ-６．情
報発信の充実

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R3.4 188 188 188 - -  発行部数：
67,000部

 広報やちよ
号外号として
発行

R3予備費（地）

6 〇 単 通常事
業

33
広報やちよ号
外号発行事
業

①新型コロナウイルスの感染防止対策として実施された
新型コロナワクチン接種について，接種体制やワクチン
に関する情報を市民に提供するため，広報やちよ号外号
を発行し，円滑な事業実施を図る。（4/28発行）
②広報号外号の編集・印刷及び配布に係る費用
③広報編集・印刷業務　337千円
　広報配布等業務　413千円
④市民，市内事業者等
※No.5と同一事業

－ － － － － － ①-Ⅰ-６．情
報発信の充実

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R3.4 562 562 562 - -  発行部数：
67,000部

 広報やちよ
号外号として
発行

R3予備費（地）

21,188                                                                                                   

令和３年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

都道府県名 千葉県 通常分
既配分額（国のR2予算）

21,188                                                                  -                                                                                                          

地方公共団体名 八千代市
通常分　今回配分予定額

（国のR2予算）
-                                                                         

33,345                                                                                                   

国庫補助事業費 21,000                                                               
事業者支援分

既配分額（国のR2予算）
83,442                                                                  -                                                                                                          

都道府県・市町村コード（５桁） 12221 国のR2予算分（交付限度額①、②、事業者支援分（市町村）） 438,896                                                             通常分　今回配分予定額
（国のR3予算）

112,412                                                                

地方単独事業費のうち通常事業分 188                                                                   事業者支援分
既配分額（国のR3予算）

地方単独事業費のうち事業者支援分 417,708                                                             事業者支援分　今回配分予定額
（国のR2予算）

                                                                         -

83,442                                                                                                   

国のR3予算分（交付限度額③、④、事業者支援分（都道府
県））

217,488                                                             
事業者支援分　今回配分予定額

（国のR3予算）

390,000                                                                                                 

469,067                                                                                                 

国庫補助事業費 36,216                                                               配分予定額計
（国のR2予算）

104,630                                                                

地方単独事業費のうち通常事業分 181,272                                                             配分予定額計
（国のR3予算）

                                                                         -

112,412                                                                

地方単独事業費のうち事業者支援分 -                                                                      配分予定額計 217,042                                                                

個人を対
象とした
給付金等

移替先 総務省 607,042                                                                                                 

Ｎｏ

第
５
回
追
加
事
業

補
助
・
単
独

事
業
の
区
分

事
例
集
事
例
番
号

交付対象事
業の名称

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

特定事業
者等支援

基金
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

事業
終期

合計

総事業費 補助対
象事業
費

補助対
象外経
費

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙

など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）



Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助
額

交付金関
連事業費

Ｄ'
国のR2予算分
（交付限度額
①、②、事業者
支援分（市町

村））

Ｄ''
国のR3予算分
（交付限度額
③、④、事業者
支援分（都道府

県））

起債予
定額

その他

個人を対
象とした
給付金等

Ｎｏ

第
５
回
追
加
事
業

補
助
・
単
独

事
業
の
区
分

事
例
集
事
例
番
号

交付対象事
業の名称

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

特定事業
者等支援

基金
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

事業
終期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経
費

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙

など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

7 〇 補 -
地方消費者
行政強化交
付金

内閣府

（強化事業）
①新型コロナウイルス感染症拡大等に伴い増加した消
費者問題や国の重要政策に係る新たな課題に対する研
修会等へ参加し，消費者相談員等の相談対応能力の向
上を図り，消費生活相談窓口の機能強化を図る。
②旅費，負担金
③旅費　13,464円×1人×3回≒40千円
　　　　　   9,664円×1人×1回≒9千円
　負担金　10,680円×1人×3回≒32千円
　　　　　　   5,820円×1人×1回≒5千円
④消費者相談員等

－ － － － － －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 86 86 43 43 43 - - -         

 国民生活セ
ンター及び
県等が開催
する指定研
修への消費
生活相談員
等参加者
数：4人

 市HP R2補正（国）

8 〇 単
通常事

業
12

証明書発行
時キャッシュ
レス決済推進
事業

①キャッシュレス決済対応のセルフレジを導入すること
で，窓口における現金の取り扱う機会を減少させ衛生面
の強化を図るとともに，職員と市民における接触，対面で
のやりとりにおける時間を短縮し，新型コロナウイルス感
染症拡大防止に繋げる。
②備品購入費，通信運搬費，修繕費
③備品購入費：4,753,958円
　通信運搬費：67,760円（回線開通工事）
　修繕費：99,000円
④各種証明書交付申請者，市職員

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感

染防止策の徹
底

③キャッシュレ
ス

R4.3 R4.4以降 4,921 4,921 4,921 - - 

 現金の受け
渡しにおけ
る対面接触
回避率100%

 記者発表，
広報，市HP

導入・稼働までに相当
の期間を用するため。

R3補正（地）

9 〇 単 通常事
業

12 窓口における
３密回避事業

①証明書交付申請時に呼出器を利用することで，窓口周
辺の混雑を緩和し，密集を避けて感染症の拡大防止を
図る。
②使用料及び賃借料
③（33,000円×2か月）+（27,500円×4か月）=176,000円
④各種証明書交付申請者，市職員

－ － － － － －

②-Ⅰ-４．知
見に基づく感
染防止対策の

徹底

①３密対策 R3.4 R4.3 176 176 176 - -  会計窓口滞
留の解消

 市HP R3当初（地）

10 〇 単
通常事

業
12

市税等納付
時キャッシュ
レス決済推進
事業

①市税や国民健康保険料等の納付において，キャッシュ
レス決済を導入することで，外出をせずに納付が可能と
なり，窓口における対面でのやり取り，密集密接な状況
が回避され，窓口の混雑緩和を図ることで，新型コロナウ
イルス感染症拡大防止に繋げる。また，不特定多数の者
が現金に触れる機会を低減させることで衛生面の強化を
図ることができる。
②初期導入費用
③キャッシュレス決済準備業務委託料：616,440円
　基幹情報システム改修業務委託料：1,540,000円
④市民，市職員

－ － － － － －

②-Ⅰ-４．知
見に基づく感
染防止対策の

徹底

③キャッシュレ
ス

R3.10 R4.3 2,157 2,157 2,157 - - 
 キャッシュ
レス利用率
10％

 記者発表，
広報，市HP，
ポスター　他

R3補正（地）

11 〇 補 -
疾病予防対
策事業費等
補助金

厚労

（新型コロナウイルス感染症の流行下における一定の高
齢者等への検査助成事業）
①介護施設等に入所する者にＰＣＲ検査費用を助成し，
入所前検査を促進することで，施設内における新型コロ
ナウイルス感染症の感染拡大を防止する。
②③
助成金　4,000千円（20,000円×200人）
④介護施設等に入所予定で，令和3年4月1日から令和4
年3月31日までにＰＣＲ検査を希望のうえ受検する，市内
に住民登録のある６５歳以上の者。

－ － － － － －

②-Ⅰ-２．ＰＣ
Ｒ検査・抗原

検査の体制整
備

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 4,000 4,000 2,000 2,000 2,000 - - -          助成件数：
200人

 市HP，介護
施設等への
周知

https://www.city.yachiyo.chiba.jp/
62000/page100108.html

R2補正（国）

12 〇 単 通常事
業

12
集団がん検
診会場感染
対策事業

①　新型コロナウイルス感染症の感染を心配する方のが
ん検診の受診控えによる早期発見率や受診率の低下を
防ぐため検診会場における感染対策を更に強化をすべ
く，検診者の動線を明確に分け，３密を避けるために衝
立を購入する。
②③　集団検診等で使用する衝立購入経費：882,200円
　　　　（内訳）　123,200円（税込） × 6台 ＝ 739,200円
　　　　　　　　　   71,500円（税込） × 2台 ＝ 143,000円
④　集団がん検診受検者，市職員等

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感

染防止策の徹
底

①３密対策 R4.3 R4.4以降 883 883 883 - - 

  ・集団検診
年間の受診
率：80％以
上
（※　集団検
診定員数に
対する受診
率）

  市HP
納品までに相当の期
間を要するため。

R3補正（地）

13 〇 単 通常事
業

12
公共的空間
感染対策事
業

①　サーマルカメラを導入し，来館者の体調を確認するこ
とにより，新型コロナウィルス感染症のまん延防止を図
る。
②③　体表温度測定用サーモグラフィ購入費用：748,000
円
④　保健センター来館者

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感

染防止策の徹
底

㉑いずれも該
当しない

R4.3 R4.4以降 748 748 748 - - 

  ・新型コロ
ナウイルス
感染症のま
ん延防止

  市HP
納品までに相当の期
間を要するため。

R3補正（地）

14 〇 単 通常事
業

12
行政事務の
デジタル化推
進事業

①　新型コロナウィルス感染症のまん延防止を図るた
め，外部有識者等との会議に使用するテレビ会議システ
ムを導入する。
②③　テレビ会議に係る機器等備品購入経費：605,050
円
　　（内訳）税別
　　　65インチモニター　1台　250,000円
　　　TVスタンド　　　　　1台　42,800円
　　　TV会議用マイク　　1台　66,000円
　　　TV会議用カメラ　　1台　35,000円
　　　ノートPC　　　　　　1台　60,000円
　　　導入経費　　　　　　  　151,250円
④　市職員

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感

染防止策の徹
底

①３密対策 R4.3 R4.4以降 606 606 606 - - 

  ・外部有識
者等との会
議における
web会議の
割合：３割程
度

  市HP
納品までに相当の期
間を要するため。

R3補正（地）

15 〇 補 -
疾病予防対
策事業費等
補助金

厚労

（健（検）診結果等の様式の標準化整備事業）
①　健（検）診結果等の情報について，国が定める標準
的な様式に対応するためのシステム改修を行う。
②　システム改修費
③　システム改修費　1,505,000円
④　市職員

－ － － － － －

③-Ⅲ-２．地
方を活性化
し、世界とつ

ながる「デジタ
ル田園都市国

家構想」

④行政IT化 R4.2 R4.3 1,505 1,505 752 753 753 - - -         

 様式が統一
されることで
個人がマイ
ナポータル
を通じて画
一的なサー
ビスを受け
ることが可
能になる

 市HP R2補正（国）

16 〇 補 -
疾病予防対
策事業費等
補助金

厚労

（健（検）診情報連携システム整備事業）
①　個人がマイナポータルを通じて健（検）診結果等の情
報を閲覧できるために必要なシステム改修を行う。
②　システム改修費
③　システム改修費　6,511,000円
④　市職員

－ － － － － －

③-Ⅲ-２．地
方を活性化
し、世界とつ

ながる「デジタ
ル田園都市国

家構想」

④行政IT化 R4.2 R4.3 6,511 6,511 4,340 2,171 2,171 - - -         

 個人がマイ
ナポータル
を通じて健
（検）診結果
等の情報が
閲覧可能に
なる

 市HP R2補正（国）
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17 〇 単 通常事
業

12
放課後子ども
教室空調機
器整備事業

①　新型コロナウイルス感染症対策として，空調・換気設
備を整備し，十分な換気と適切な温度・湿度管理を行うこ
とで，児童の感染症予防と感染リスクの低減を図るととも
に，熱中症などの健康被害を防止する。
②　空調換気機器購入費(据付含む)
③　13,937,000円(９校分)
④　放課後子ども教室実施小学校

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感

染防止策の徹
底

①３密対策 R4.3 R4.4以降 13,937 13,937 13,937 - - 

 放課後子ど
も教室空調
機器整備
率：
100％

 市HP
空調機器の設置に時
間を要するため。

R3補正（地）

18 〇 補 - 子ども・子育
て支援交付金

内閣府

（新型コロナウイルス感染症対策支援事業）
学童保育所及び地域子ども子育て支援事業において，
感染症に対する強い体制を整え，継続的な事業を提供
するため，職員手当や感染症拡大防止に必要な備品等
の購入を支援する。
②　職員が通常想定していない感染症対策に関する業
務の実施に伴う手当の支給，備品購入等に要する費用
③　学童保育所　6,644千円（38支援単位分）
　　 延長保育事業　3,000～250,000円×23施設＝4,876
千円
　　 病児保育事業　5,000～300,000円×17施設＝4,144
千円
　   一時預かり事業　3,000～300,000円×10施設＝1,941
千円
④　学童保育所運営事業者，民間認可保育所・認定こど
も園・小規模保育事業所　37施設　民間幼稚園　2施設
合計39施設
※Fその他は県補助金

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液

等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 17,605 17,605 5,868 5,869 5,869 - 5,868 -         

 学童保育
所，地域子
ども子育て
支援事業に
おいて，感
染対策によ
り事業を継
続すること
ができる。

 市HP等 R2補正（国）

19 〇 補 - 子ども・子育
て支援交付金

内閣府

（ＩＣＴ化推進事業）
①学童保育所において，業務のICT化を推進することに
より，学童保育所の職員が効率的かつ効果的に業務が
遂行できる環境を整備し，ポストコロナに向けたデジタル
社会の実現を図る。
②利用児童等の入退室の管理を行うシステム導入経
費，オンラインを活用した会議，研修や相談支援に必要
なタブレットの購入，ライセンス料などのICT化推進に要
する機器等の環境整備に要する経費
③4,242千円（14支援単位分）
④学童保育所運営事業者
※Fその他は県補助金

－ － － － － － ②-Ⅱ-１．デ
ジタル改革

④行政IT化 R3.4 R4.3 4,242 4,242 1,414 1,414 1,414 - 1,414 -         

 ICT化によ
り，学童保
育所の職員
が効果的・
効率的に業
務を実施で
きる。学童
保育所と利
用児童保護
者との連絡
等が迅速に
行える。

 市HP等 R2補正（国）

20 〇 単
通常事

業
12

移動式授乳
室設置事業

①　乳幼児を連れた保護者が多く訪れる公共施設の授
乳・おむつ替えの場（赤ちゃんの駅）として，現在は，カー
テンでの仕切りや空き会議室等を使用しているが，限ら
れた場所においても個室空間を提供することで，感染リ
スクの低減を図るとともに，子育て世帯の外出を支援す
る。
②　移動式授乳室購入費(設置費含む)
③　2,970千円×1台
④　保健センター

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感

染防止策の徹
底

㉑いずれも該
当しない

R4.3 R4.3 2,970 2,970 2,970 - - 

 授乳・おむ
つ替えの場
として，感染
症の感染リ
スクの低い
個室空間を
提供する。

 市HP R3補正（地）

21 〇 補 -
保育対策総
合支援事業
費補助金

厚労

（保育環境改善等事業のうち新型コロナウイルス感染症
対策支援事業）
①　感染症に対する強い体制を整え，継続的な保育の提
供のため，職員への手当や新型コロナウイルス感染症
の拡大防止のための備品等の購入を支援する。
②　需用費，補助金
③　100,000～500,000円×53施設＝18,772千円
④　民間認可保育所・認定こども園・小規模保育事業所
32施設　認可外保育所　15施設　公立保育所　8施設
合計55施設

－ － － － － －

②-Ⅰ-４．知
見に基づく感
染防止対策の

徹底

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 18,772 18,772 9,385 9,387 9,387 - - -         

 職員個人に
対する支援：
44施設
感染症対策
用消耗品購
入における
支援：43施
設

  市HP R2補正（国）

22 〇 単 通常事
業

12 母子保健事
業

①妊娠期教室などの集団事業及び家庭訪問において，
備品数を増やし複数人の接触を避けるなど感染症予防
と感染低減を図るとともに，乳児の健康の保持及び増進
を図る。
②集団事業及び家庭訪問を行うために必要な備品並び
に衛生品の購入費用
③事業費計　777千円
  (1)消耗品費(124,522円)
　　フェイスシールド 12セット 19,536円
　　アルコール除菌剤 1本 889円
　　ニトリル手袋 2セット 3,516円
　　ポリエプロン 3セット 1,410円
　　キムタオル 3セット 1,337円
　　DVDプレーヤー 1台 5,357円
　　スピーカー 1台 3,036円
　　マット 25枚 68,750円
　　マット止め 13セット 1,430円
　　ベビーバス 2個　11,737円
　　ベビーバス 2個　7,524円
　（2）備品購入費(651,750円)
　　ベビースケール 5台 57,750円
　　沐浴人形 ４セット 594,000円
④妊娠期教室参加者等

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感

染防止策の徹
底

①３密対策 R4.3 R4.3 777 777 777 - - 

 家庭訪問等
における感
染症対策が
強化される

 市HP，対象
者への電話
連絡，個別
郵送案内

R3補正（地）

23 〇 補 31
疾病予防対
策事業費等
補助金

厚労

（予防接種法に基づく定期接種（ロタウイルスワクチン）に
係るマイナンバー情報連携体制整備事業）
①デジタルＰＭＯにて示された「令和３年６月データ標準
レイアウト改版」に基づいた特定個人情報データ標準レイ
アウト改版によって生じる仕様変更，追加に対応するた
めのシステム改修を行う。システムが当該制度改正に対
応できるように，システム改修を行う。
②システム改修に関わる委託料
③令和3年度社会保障・税番号制度における健康管理シ
ステム　改修委託費　1式　495,000円
④市職員

－ － － － － － ②-Ⅱ-１．デ
ジタル改革

④行政IT化 R3.5 R3.6 495 222 148 74 74 - - 273      

 定期化した
ロタウイルス
ワクチン接
種の自身の
履歴を利用
者がマイナ
ポータルか
ら確認でき
るようになる

 市HP R2補正（国）

24 〇 単 通常事
業

24
公共交通運
行継続支援
金支給事業

①公共交通事業者（路線バス・タクシー）の，安定的な運
行の確保継続に対する取組を支援するため，支援金を
交付する。
②公共交通事業者の運行継続支援金
③路線バス事業者：8,050千円（23路線×350千円）
　 タクシー事業者：17,475千円（233台×75千円）
④市内に停留所を有する路線バス事業者
　 市内に本社，営業所又は自宅がある法人・個人タク
シー事業者

－ ○ － － － － ③-Ⅰ-４．事
業者への支援

㉑いずれも該
当しない

R4.3 R4.4以降 25,525 25,525 25,525 - -  減便・減車
数：０件

 市HP

申請の受理から支給
まで時間がかかること
から，支払が４月以降
になるため。

R3補正（地）
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25 〇 単
通常事

業
102

修学旅行等
中止時負担
費用補助事
業

①修学旅行等を中止した場合であっても負担しなければ
ならない費用（企画料等）に対し補助することにより，保
護者の経済的な負担軽減を図る。
②企画料等の補助に要する経費
③修学旅行（33校）
   ホワイトスクール（10校）
　　合計　25,325,884円
④修学旅行等が中止となった小中学校の児童・生徒の
保護者

－ － － － ○ －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

㉑いずれも該
当しない

R3.9 R4.3 25,326 25,326 25,326 - - -         

 補助を行う
ことで，保護
者の経済的
な負担軽減
を図る。

 説明会，市
HP

R3補正（地）

26 〇 補 103
公立学校情
報機器整備
費補助金

文科

（GIGAスクールサポーター配置事業）
①GIGAスクール構想に基づく環境整備後，導入初期（初
年度）に係るヘルプデスク（障害や相談一時受付、リモー
ト支援等）や運用SE（保守契約内障害対応等）業務を行
う体制を整備する。
②③　委託料 23,760千円
         【積算根拠】（R3.8～R4.3）
　　　　ヘルプデスク　1,200,000円×8月×1.1＝
10,560,000円
　　　　 運用SE　　　  1,500,000円×8月×1.1＝
13,200,000円
④　公立小中学校

－ － － － － －

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの

加速

⑨教育 R3.8 R4.3 23,760 23,760 11,880 11,880 11,880 - - -         

 全校におい
て相談・サ
ポートが円
滑に行える
ように体制
を確立する。

 市HP R2補正（国）

27 〇 補 -
学校保健特
別対策事業
費補助金

文科

①感染症対策等を徹底しながら児童及び生徒の学習保
障をするため，各学校における感染症対策等，子どもた
ちの学習保障などに必要となる経費を支払う。
②小学校，中学校で購入する消耗品，備品購入に係る
経費等
③１校当たり１０万円～２０万円（３３校分）　合計５,２5０
千円
④市立小中学校

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液

等の確保
⑨教育 R3.4 R4.3 5,250 5,250 2,625 2,625 2,625 - - -         

 学校教育活
動を継続さ
せる

 市HP R2補正（国）

28 〇 単
通常事

業
12

消毒用エタ
ノール購入

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止策として消
防施設（消防本部及び消防署）で使用する消毒用エタ
ノールについて，感染拡大により消毒頻度が増加した際
に必要となる数量を事前に確保しておくことにより，感染
拡大時における消防業務継続を図る。
②消防本部及び消防署で使用する消毒用エタノール購
入
③消毒用エタノール（一斗缶）21缶×6,000円×1.08＝
136,080円
④消防施設

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感

染防止策の徹
底

㉑いずれも該
当しない

R4.3 R4.4以降 137 137 137 - - 

 消毒用エタ
ノールの確
保：21缶（一
斗缶）

 市HP，広報
納品までに相当の期
間を要するため。

R3補正（地）

29 〇 単 通常事
業

36

東消防署勝
田台分署仮
眠室個室化
事業

①東消防署勝田台分署の仮眠室を個室化し，感染拡大
防止策を図る。
②東消防署勝田台分署の仮眠室個室化
③16,836,000円（１５床分）×1.1＝18,519,600円
④東消防署勝田台分署

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感

染防止策の徹
底

㉑いずれも該
当しない

R4.3 R4.4以降 18,520 18,520 18,520 - -  仮眠室個室
化：15床

 市HP，広報
納品までに相当の期
間を要するため。

R3補正（地）

30 〇 単 通常事
業

12

感染防止資
器材整備事
業(感染防止
衣等)

①新型コロナウイルス等感染症の影響により救急出動
が多発した場合に備え，救急出動時に必要となる感染防
止資器材を整備する。
②③感染症関連の救急出場に対応するため，感染防止
衣，サージカルマスク等を購入する。
ア 感染防止衣上衣 　1,200着×1,500円×1.1＝
1,980,000円
イ 感染防止衣下衣 　1,200着×1,200円×1.1＝
1,584,000円
ウ N95ﾏｽｸ(20枚入)　　60箱×5,000円×1.1＝  330,000
円
エ ｻｰｼﾞｶﾙﾏｽｸ(50枚入)　 24箱× 800円×1.1＝21,120円
オ ﾃﾞｨｽﾎﾟｸﾞﾛｰﾌﾞ(100枚入) 48箱×1,200円×1.1＝63,360
円
カ ｴﾀﾉｰﾙ(500ml)　　　　　200本×  800円×1.1＝176,000
円
合　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 4,154,480円
④消防施設

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感

染防止策の徹
底

㉑いずれも該
当しない

R4.3 R4.4以降 4,155 4,155 4,155 - - 

 感染症対策
備蓄資器材
の確保：感
染防止衣･
N95ﾏｽｸ･ｻｰ
ｼﾞｶﾙﾏｽｸ
4,800ｾｯﾄ,
ﾃﾞｨｽﾎﾟｸﾞﾛｰ
ﾌﾞ19,200枚,
ｴﾀﾉｰﾙ800
本

 市HP
整備する資器材の納
入に時間を要するため

R3補正（地）

31 〇 単 通常事
業

12
感染防止資
器材整備事
業(消毒機器)

①新型コロナウイルス感染症感染者等の救急搬送に従
事した際の車内消毒を効果的に行うため，オゾン消毒器
を2基整備し，救急隊員等の感染防止を図る。
②③オゾン消毒器（BT-088）及び防護マスク
ア オゾン消毒器   2基×1,100,000円×1.1＝2,420,000円
イ 防毒マスク(吸収缶付) 6式×5,050円×1.1＝ 33,330円
　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　 　　　合計2,453,330円
④消防施設

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感

染防止策の徹
底

㉑いずれも該
当しない

R4.3 R4.4以降 2,454 2,454 2,454 - - 

 救急車・屋
内における
オゾン消毒
器の整備：１
台

 市HP
整備する資器材の納
入に時間を要するため

R3補正（地）

32 〇 単 通常事
業

12

感染防止資
器材整備事
業(自動心臓
マッサージシ
ステム)

①心肺停止傷病者に対しての処置として，胸骨圧迫を行
うが，新型コロナウイルス感染症感染者等に対して当該
処置を徒手で行う場合、感染リスクが増大することから，
自動心臓マッサージシステムを整備し，救急隊員等の感
染防止を図る。
②③心臓マッサージシステム 6基
　　　　　　　　　　6基×2,730,000円×1.1＝18,018,000円
④消防施設

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感

染防止策の徹
底

㉑いずれも該
当しない

R4.3 R4.4以降 18,018 18,018 18,018 - - 

 心臓マッ
サージシス
テム 整備：
６台

 市HP
整備する資器材の納
入に時間を要するため

R3補正（地）


